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概要 

プロジェクト名 
再生可能エネルギー熱利用にかかる 

コスト低減技術開発 
プロジェクト番号 P19006 

担当推進部/ 

プロジェクトマネー

ジャーまたは担当者

及び METI 担当課 

新エネルギー部／ 

統括主幹（PM） 権藤 浩     （2019 年 4 月～2019 年 6 月） 

統括主幹     阿部 一也    （2019 年 7 月～2021 年 6 月） 

統括主幹     月舘 実     （2021 年 7 月～2023 年 12 月） 

主査（PM）     谷口 聡子    （2019 年 4 月～2021 年 9 月） 

主査（PMgr）   大竹 正巳    （2021 年 10 月～2023 年 9 月） 

主幹（PMgr）   上坂 真     （2023 年 10 月～2024 年 3 月） 

 主査      永石 孝司    （2019 年 4 月～2020 年 4 月） 

 主査      藤田 敬一    （2019 年 4 月～2020 年 3 月） 

 主査      津留﨑 一洋   （2020 年 5 月～2022 年 7 月） 

 主任      上本 雄也    （2019 年 4 月～2021 年 3 月） 

 主任      嵯峨山 巧    （2021 年 4 月～2024 年 3 月） 

 主査     長谷川 真美   （2021 年 8 月～2023 年 7 月） 

 専門調査員  鶴和 義仁    （2022 年 4 月～2024 年 3 月） 

 主査     彦坂 芳久    （2022 年 10 月～2024 年 3 月） 

 主任     近藤 洋裕    （2023 年 7 月～2024 年 3 月） 

 

METI 担当課／ 

経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 

０．事業の概要 

(1) 「第 5 次エネルギー基本計画」では、「我が国のエネルギー消費の現状においては、熱利用

を中心とした非電力での用途が過半数を占めて」おり、「エネルギー利用効率を高めるため

には、熱をより効率的に利用することが重要であり、そのための取組を強化することが必

要になっている」とされている。本事業では、脱炭素社会の実現に資する再生可能エネル

ギー熱利用の普及拡大に向けた技術開発に取り組む。再生可能エネルギー熱利用システム

の導入には、多種多様なプレーヤーが関わることから、上流から下流までのプレーヤーが

一体となったコンソーシアム体制で、自立的な再生可能エネルギー熱利用の普及に重点を

置いた、トータルコスト低減に資する研究開発を推進する。また、NEDO、業界団体、研

究開発実施者とで連携し、テーマ横断的に技術基準や評価技術の普及方策に取り組む。さ

らに、導入拡大の一助となる共通基盤技術の開発を行い規格化を目指す。 

①地中熱利用システムの低コスト化技術開発 

大規模建築物、小規模建築物等に導入することを想定した、我が国の利用に適合した高効 

率機器の開発、施工期間短縮に資する施工技術の開発、地中熱利用システムの最適化技術 

の開発、評価・定量化技術の高機能化開発等に取り組み、地中熱利用システムのトータル 

コスト低減に資する技術を開発する。 

②太陽熱等利用システムの高度化技術開発 
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高効率機器の開発や、年間を通じた太陽エネルギーの最大限の活用に資する太陽熱利用機 

器の開発、評価・定量化技術の高機能化開発、再生可能エネルギー熱を含む多様な熱源を  

組み合わせたシステムの最適化技術開発等に取り組み、太陽熱等利用システムのトータル 

コスト低減に資する技術を開発する。 

③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 

地中熱利用システムの導入拡大に資するシステム設計の最適化に必要な見かけ熱伝導率の 

推定・評価技術、簡易 TRT（熱応答試験）技術、設計ツールを共通基盤技術として開発し 

規格化を目指す。 
(2)事業期間：2019 年度～2023 年度(5 年間) 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 
1.1 本事業の位置

付け・意義 

◆政策的位置付け 

■長期エネルギー需給見通し(2015 年 7 月) 

・多様なエネルギー源の活用 再生可能エネルギー熱を含む熱利用の面的な拡大など地産

地消の取組を推進する。  

・2030 年までの再生可能エネルギー熱利用の導入見通し・・・1,341 万 kL 

■第 5 次エネルギー基本計画(2018 年 7 月) 

・我が国のエネルギー消費の現状においては、熱利用を中心とした非電力での用途が過半

数を占めており、エネルギー利用効率を高めるためには、熱をより効率的に利用するこ

とが重要であり、そのための取組を強化することが必要になっている。  

・再生可能エネルギー熱をより効果的に活用していくことも、エネルギー需給構造をより

効率化する上で効果的な取組となると考えられる。  

・こうした熱源がこれまで十分に活用されてこなかった背景には、利用するための設備導

入コストが依然として高いという理由だけでなく、設備の供給力に比して地域における

熱需要が少ないなど、需要と供給が必ずしも一致せず事業の採算が取れないことや、認

知度が低く、こうした熱エネルギーの供給を担う事業者が十分に育っていないことも大

きな要因であり、こうした熱が賦存する地域の特性を活かした利用の取組を進めていく

ことが重要である。 

◆再エネ熱の親和性 

■2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略(2020 年 12 月) 

・⑫住宅・建築物産業：【今後の取組】新たな ZEH・ZEB の創出および規制活用 

 評価制度の確立を通じた省エネ住宅・建築物の長寿命化の推進 

・⑭ライフスタイル関連産業：【今後の取組】普及のためのコスト低減、実証にとどまら

ないビジネスの確立 

ZEH・ZEB、需要側機器、地域の再生可能エネルギー、EV/FCV 等を組合せ、最適化するた

めの多種多様な機器等を自律制御や遠隔制御する手法の確立や市場形成。需要近接型再エ

ネ電気・熱の技術の実証・社会実装、普及を図る。 

■地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自⽴・分散型エネルギー設

備等導⼊推進事業(2021 年) 

   昨今の災害リスクの増大に伴い、災害・停電時の避難施設等へのエネルギー供給等が可

能な再エネ設備等を整備し、併せて避難施設等への高機能換気設備の導入の推進や感染

症対策を踏まえた地域の防災体制構築を推進することにより、地域のレジリエンス（災

害や感染症に対する強靱性の向上）と脱炭素化を同時実現する地域づくりを推進。 

再エネ熱の役割 

・再エネ熱の ZEB・ZEH への導入（現在は省エネとして） 

・再エネ熱利用の大規模化：地方創生、地域レジリエンス、地域熱供給 

 

■第 6 次エネルギー基本計画(2021 年 10 月) 

  ・ 熱エネルギー源について 

    ・・ 生活スタイルや地域の実情に応じた柔軟な対応が可能となる取り組みが重要 
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    ・・ 地域の特性を生かした太陽熱・地中熱・バイオマス熱・雪氷熱・温泉熱・海水

熱・河川熱・下水熱等  

    の再生可能エネルギー熱をより効果的に活用していくことも重要 

 

 ・ 再生可能エネルギー熱について 

    ・・ 熱供給設備の導入支援を図る 

    ・・ 複数の需要家群で熱を面的に融通する取組への支援を行う 

    ・・ 再生可能エネルギー熱の導入拡大を目指す 

⇒ 本事業で構築を目指す面的熱利用システムは地域社会の脱炭素化に寄与すると共に、  

2050 年のカーボンニュートラルに向けて再エネ熱の存在価値を高めることに繋がる。 

1.2 アウトカム達 

成までの道筋 

本プロジェクト終了後（アウトプット目標）からアウトカム達成までの道筋は下図のとおり。 

 

 
 

1.3 知的財産・標 

準化戦略 

研究開発項目①地中熱利用システムの低コスト化技術開発と研究開発項目②太陽熱等利用

システムの高度化技術開発においては、再エネ熱利用システムの製品化に直結する開発成果

は特許取得により権利化を図る。なお、実証中心であり、各実施者に応じてオープン及びクロ

ーズ戦略を選択する。 

研究開発項目③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発においては、研究開発成果

は広く裨益する内容であり、オープン領域。開発成果は、業界団体を通じた情報提供など、

事業後もアクセス可能な状況を確保する。 

実施者間での知的財産の取扱い等（事業終了後の権利・義務、体制変更への対応、研究デ

ータの利用許諾、技術情報の流出防止）は、「NEDO プロジェクトにおける知財マネジメン

ト基本方針」に従って、コンソーシアム毎に知財運営員会を設置し、NEDO 及び事業者間で

協議の上、決定する。 

開発成果に対する取り扱いとして、助成事業の成果に関わる知的財産権等はすべて実施機

関に帰属させることとし、委託事業においても原則として、すべて実施機関に帰属させること

とする。 

実施機関においては、我が国産業の国際競争力の強化を図るべく、開発した技術や成果の特

徴を踏まえた知的財産マネジメントを実施する。  

知的財産マネジメントとして、例えば、技術成果の公開や権利化を通して、再生可能エネ

ルギー熱利用技術を普及させるためのマネジメントや、開発技術や研究成果をオープンソー

スとして公開し技術の普及や浸透を目指すマネジメントなど、各実施機関のマネジメント戦

略に基づく取り扱いを行う。 
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２．目標及び達成状況 

 

2.1 アウトカム目 

標及び達成見 

込み 

◆アウトカム目標 

本事業で開発した各機器、アプリケーション、施工技術、共通基盤技術等の普及により、市場

拡大による量産化、企業間競争、更なる技術改善等を促進し、２０３０年までにトータルコス

ト３０％以上低減（投資回収年数８年以下）を実現し、再生可能エネルギー熱利用の導入拡大

を目指す。 

■観点 

 対象分野における 2030 年の見通し 

■達成状況 

 比較的小規模需要先を対象とした分野では、地中熱及び太陽熱等の利用による低コスト化、

高度化システムの実証事業を通じ、トータルコスト２０％以上削減を達成。 

今後、こうした事例や事業者が策定した行動計画の実行を通じ、民間主導の技術開発投資、量

産効果の発揮による更なるコスト低減、投資回収年数の短縮の実現といった市場環境の好循

環化が図られることで、トータルコスト３０％以上低減（投資回収年数８年以下）の実現が見

込まれる。 

■課題 

 今後の再エネ熱の効率的普及に向けては、地域特性を活かした熱の面的利用の仕組みづく

りが重要であり、更なるスケールメリットが得られる利用方法の実証、導入の事例が求められ

る（第６次エネルギー基本計画）。 

2.2 アウトプット

目標及び達成

状況 

（１）地中熱利用システムの低コスト化技術開発【助成】及び（２）太陽熱等利用システムの

高度化技術開発【助成】 

■アウトプット目標目標（2023 年 3 月） 

・システムのトータルコストを 20％以上低減（投資回収年数 14 年以下） 

・2030 年までにトータルコストを 30％以上低減（投資回収年数 8 年以下）するための道筋及

び具体的取り組み（普及方策）を行動計画としてまとめる。 

成果（実績）（2024 年 3 月） 達成度（見込み※） 達成の根拠／解決方針 

（１）４テーマ 

  1-１）概ね〇、一部△× 

  1-2）すべて〇 

  1-3）すべて◎ 

  1-4）概ね〇、一部◎ 

（２）２テーマ 

  2-1）概ね〇、一部◎ 

  2-2）すべて〇 

総合判定 

〇 

2024 年 3 月までに達

成 

・各テーマで設定した目標

を概ね達成と評価 

・事業化の見通し、行動計

画については、実績報告書

にその内容を盛り込む 

 

1-1)給湯負荷のある施設への導入を想定した地中熱利用ヒートポンプシステムの研究開発 

【成果概要】 

①掘削機及び②掘削機周辺機器（ロードチェンジャー等）を開発し、一人施工が可能となり、

100m の地中熱交換井の設置の場合、イニシャルコストが 17.1%削減となった。 

③地中熱自然冷媒(CO2)ヒートポンプ給湯機の開発」は、量産試作機の製作を完了し、性能試

験を完了してモニター試験を開始した。 

④地中熱交換器の開発に関しては、ダブル U チューブの試験結果と比較して 1.09 倍の地中熱

交換能力の結果が得られた。 

⑤新規 TRT の開発では、さまざまな試験と解析方法、計測治具を開発した。 

⑥最適な地中熱システムの開発では、熱干渉および地下水流れの影響評価の可能性を確認す

るとともに一定規模施設の年間の空調負荷と給湯負荷を推定し、様々な条件下での実証試験

を行った。 

 

1-2)直接膨張式地中熱ヒートポンプシステムとその施工・設置に係るコスト削減技術の開発 

【成果概要】 

(1) 機器のコスト低減技術開発では空調用 HPU のプロトタイプの開発を完了し、地中熱交換

器の開発では小口径ボアホールへの適用を確認 した。 

(2) 施工法のコスト削減では、現場施工の工数削減を目指し分岐部ユニットを HPU 内に内装

する改良を施した。また小口径掘削技術や本設鋼管の熱交換器利用技術の確立を見た。ボアホ

ール工法の開発では工期短縮を図る施工ユニットの開発などの考案を行った。 

(3) 設計法では基礎的な技術情報の収集と分析が完了した。冷媒のシミュレーションでは蒸

発および凝縮過程のシミュレーションと熱量算出が可能となった（R410A）。今後は R32 のシ

ミュレーションを追加することと、シミュレーション精度の向上を目指す。 

(4) ポテンシャルマップの構築では山梨県、埼玉県のデータベースの構築が完了した。地中
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熱データとしての活用が期待できる。今後、データベース収録範囲の拡大を模索する。 

 

1-3) ZEB 化に最適な高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの研究開発 

【成果概要】 

(1) 本システムの導入促進対象地域、主として積雪寒冷地域の地下水の流れが遅い地域（例：

北海道地方、東北地方、北陸地方、中部地方、山陰地方など） 

(2) 積雪寒冷地域に位置する地方公共団体に働きかけ、ZEB の普及促進を図る 

(3) 市町村庁舎や、中規模までの診療所など一般市民が訪れる機会が多い公共施設（500～

1,500 ㎡規模）への導入を促進 

(4) 産業技術総合研究所（AIST）が開発した帯水層蓄熱システム適応マップを活用⇒津軽平

野､秋田平野､仙台平野､山形盆地､郡山盆地の 5 地域を重点地域として営業展開 

(5) ZEB 実証施設を公開後、これまでに 400 名弱の見学を受入れて性能アピール 

 

1-4)寒冷地の ZEB ・ZEH に導入する低コスト・高効率間接型地中熱ヒートポンプシステムの技

術開発 

【成果概要】 

（１）基礎杭兼用の地中熱交換器、H 型 PC 杭利用地中熱交換器の導入コストを試算し、ボア

ホール型地中熱交換器と比較したところ、それぞれ約 61%、約 50%のコスト削減効果が得られ

たことを示した。 

（２）基礎杭兼用の地中熱交換器について、採放熱量評価を行い、地中熱交換器の接続方式の

違いによる比較を行ったが、接続方式の違いによる採放熱量の差は見られなかった。 

（３）H 型 PC 杭利用地中熱交換器の横引配管の接続コスト削減のための、プレカット配管を

用いた横引配管施工試験を実施し、施工時間を約 3 分の 1～半分減らすことが出来ることを確

認した。 

（４）基礎杭兼用の地中熱交換器、H 型 PC 杭利用地中熱交換器の単位採放熱係数はそれぞれ

約 4.0 W/(m・K)、約 2.6 W/(m・K)という結果を得た。 

（５）給湯用ヒートポンプ、高効率暖房用ヒートポンプを開発し、性能評価を実施した。 

（６）パイプ式放射空調システム、空気式放射空調システムの性能評価と性能向上のための運

転方式の検討を実施した。 

 

2-1)天空熱源ヒートポンプ（SSHP）システムのライフサイクルに亘るコスト低減・性能向上技

術の開発 

【成果概要】 

LCEM ベースの設計用シミュレーションツールを完成した。実建物及びモデル建物を対象に

SSHP 導入効果を検討。また、2019 年度に小型実証機を完成、2020 年度にシステム実験により

熱源水加熱・冷却性能を評価。2020 年度に大府実証機を製作、工場試験を実施した結果、目

標性能が得られたことを確認した。さらに、202１年 8 月に SSHP 実証システムが完成し、1 年

間にわたる実測結果をもとに SSHP システム導入効果の試算を行った。この結果、汎用の電動

ヒートポンプパッケージと比較し、大幅に性能が向上し、1 次エネルギー消費量、CO2 排出量

が大きく削減される結果となった。2019 年～2020 年に、最適制御制御アルゴリズムを完成。

シミュレーションツール上で SSHP システム実験結果を高い精度で再現した。 

 

2-2)温泉熱等の再エネ熱を活用した分散熱源による熱源水ネットワークシステムのトータル

コスト低減技術開発 

【成果概要】 

実温泉施設における温泉熱賦存量、熱需要量の実測調査、国内外事例の動向調査を実施した。

また、分散熱源による熱源水ネットワークシステムの導入検討支援ツールのベースシステム

開発、低コストな熱売買制御システムの開発を行った。本提案システムの熱売買までを含めた

導入評価のためのモデルを構築し、シミュレーションによる評価を行った。 

 

（３）高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発【委託】 

■アウトプット目標目標（2023 年 3 月） 

・設計時に利用する見かけ熱伝導率(λ)を 0.5W/(ｍ・K)以下の間隔で推定可能な評価技術を

開発し、有効性を地質水文環境の異なる３か所以上で検証する。 

・簡易 TRT 技術は、試験方法を簡易化し実用レベルに達していることを実証する。 

・多様な熱負荷条件やオープンループ方式を含む熱源方式に対応した設計ツールを開発する。 

成果（実績）（2024 年 3 月） 達成度（見込み※） 達成の根拠／解決方針 
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（３）２テーマ 

  3-1）すべて〇 

  3-2）すべて〇 

総合判定 

〇 

2024 年 3 月までに達成 

・各テーマで設定した目

標をそれぞれ達成と評

価 

 

3-1)見かけ熱伝導率の推定手法と簡易熱応答試験法および統合型設計ツールの開発・規格化 

① 見かけ熱伝導率の推定手法の開発・規格化 

・水文地質学的検討と広域地下水流動解析を行う高精度推定法と，地質情報に基づき統計学

的に推定する手法それぞれに基本スキームを決定 

・モデル地域の数値モデルをすべて構築、現地調査（オールコア採取、TRT）を完了 

・地形 AI 全国モデルの改良と全国への適用、日本全国の地下水環境の概略推計実施中 

・数値 TRT による見かけ熱伝導率推計式の作成と検証を実施 

② 簡易熱応答試験法(TRT)の開発・規格化 

・改良型ヒーター付き光ファイバーケーブルの簡易試験装置を製作 

・全国 6 箇所（北海道札幌市，ニセコ町，東京都江東区，山梨県甲斐市，広島県三次市、滋賀

県大津市）に検証用の大深度（深度 300m）地中熱交換器を設置 

・CFD 解析により，試験法とその有効性，課題について検討 

③ 統合型設計ツールの開発の開発・規格化 

・DB 規格化の共同 WG を日本地下水学会と発足 

・東北 5 地域の地下水情報の整理、指標案の検討・検証 

・熱負荷・設備との連成計算アルゴリズムの開発 

・オープンループの設計手法の開発 

・簡易データ収集機器の設置（全国 6 カ所） 

・ツールの基本レイアウト・デザインの決定 

 

3-2)オープンループ方式地中熱利用における最適設計方法の研究 

①LCEM で利用可能なオープンループ方式用モジュールを作成し、システムの年間エネルギー

消費量を実測値に対して誤差 25%以内で予測することを可能とした。 

②LCEM 構築シートを出力するツールを作成し、これにより他の熱源機器を含めた検討を簡易

にすることを可能にした。 

③また、広域的な井戸情報データベースを用いて実測値の 0.5 倍から 2.4 倍の範囲内で透水

係数を推定する手法を構築するとともに、単一の地盤調査ボーリング孔を用いて多孔式揚水

試験に近い透水係数を推定する手法の組み合わせを示した。 

④さらには、室内透水実験によりスクリーンの単位面積あたりの目詰まり振興の速度を推定

する手法を開発した。 

３．マネジメント 

 3.1 実施体制 

プロジェクトマネ

ージャー 
上坂 真 

プロジェクトリー

ダー 
－ 

助成・委託先 

【助成】 

①地中熱利用システムの低コスト化技術開発 

・「給湯負荷のある施設への導入を想定した地中熱利用ヒートポンプ 

システムの研究開発」 

株式会社ワイビーエム 

昭和鉄工株式会社 

・「直接膨張式地中熱ヒートポンプシステムとその施工・設置に係る

コスト削減技術の開発」 

株式会社藤島建設 

株式会社ハギ・ボー 

中外テクノス株式会社 

伊田テクノス株式会社 

・「ZEB 化に最適な高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給シ 

ステムの研究開発」 

日本地下水開発株式会社 

ゼネラルヒートポンプ工業株式会社 

・「寒冷地の ZEB・ZEH に導入する低コスト・高効率間接型地中熱ヒ 
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ートポンプシステムの技術開発」 

国立大学法人北海道大学 

エムズ・インダストリー株式会社 

棟晶株式会社 

北海道電力株式会社 

株式会社イノアック住環境 

サンポット株式会社 

【助成】 

②太陽熱等利用システムの高度化技術開発 

・「天空熱源ヒートポンプ（SSHP）システムのライフサイクルに亘る 

コスト低減・性能向上技術の開発」 

鹿島建設株式会社 

ゼネラルヒートポンプ工業株式会社 

・「温泉熱等の再エネ熱を活用した分散熱源による熱源水ネットワー 

クシステムのトータルコスト低減技術開発」 

株式会社総合設備コンサルタント 

広沢電機工業株式会社 

【委託】 

③高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 

・「見かけ熱伝導率の推定手法と簡易熱応答試験法および統合型設計 

ツールの開発・規格化」 

国立大学法人北海道大学 

国立大学法人秋田大学 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・「オープンループ方式地中熱利用における最適設計方法の研究」 

国立大学法人東海国立大学機構岐阜大学 

 

3.2 受益者負担の

考え方 

受益者負担の考え方 

 

（１）助成 

事業化リスクが低く、実施事業者自身の将来の裨益が非実施者に比して大きいと見込まれ

るため、1/2 負担の補助事業とする。 

（２）委託 

標準化に必要なデータ等を取得し中立的立場から分析・評価するものや、民間企業単独で

は整備できないデータベース等を構築する共通基盤的な要素であるため、委託事業とする。 

 3.3 研究開発計画 

  

事業費推移 

 

 

(単位:百万円) 

 

主な実施事項 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 総額 

①地中熱利用シ

ステムの低コス

ト化技術開発 (136) 

68 

(496) 

248 

(414) 

207 

(168) 

84 

(74) 

37 

(1,288) 

644 
②太陽熱等利用

の高度化技術開

発 

③高度化・低コ

スト化のための

共通基盤技術開

発 

- 165 215 222 119 
 

720 

事業費 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 総額 

会計（特別） 68 413 422 306 156 1364 

総 NEDO 負担額 68 413 422 306 156 1364 

情勢変化への対

応 

（１） エネルギー基本計画改定を踏まえた、新規プロジェクト立案 

第６次エネルギー基本計画(2021 年 10 月)が策定され、 より一層の熱供給設備の導入支援

を図る観点から、複数の需要家群で熱を面的に融通する取組への支援を行うことによって、

再生可能エネルギー熱の導入拡大を目指すことが謳われている。 
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そこで当該プロジェクトの先を見据え、「面的利用」に着目した新規プロジェクト立案に

向けて、当該プロジェクトの成果を踏まえて並行的に新規予算要求及び基本計画の策定に取

り組み、次期プロジェクトである「再生可能エネルギー熱の面的利用システム構築に向けた

技術開発」の立ち上げにつなげた。 

（２）海外動向調査実施による技術・政策情報の収集と課題把握 

事業立ち上げ前半での調査により、再エネ熱利用の普及拡大課題を明確化するとともに、後

半の関連調査により普及拡大課題を更に精査し、課題解決の方向性を把握・整理した。これ

らの成果は、技術戦略研究センター（TSC）調査分析レポート「再生可能エネルギー熱利用へ

の期待と課題」 (2023 年 12 月 27 日)へも提供するとともに、新規プロジェクト立案・検討

に活用した。 

中間評価結果へ

の対応 

問題点・改善点・今後への提言 対応 

①エネルギー利用を取り巻く境界条件が大

きく変わった現在においては、これまで実

施済みのプロジェクトまで含めて、再生可

能エネルギー熱利用における課題と必要な

熱利用技術を改めて明確化し、その利用促

進を図ることが重要と考える。 

第６次エネルギー基本計画(2021 年 10

月)が策定され、 より一層の熱供給設備

の導入支援を図る観点から、複数の需要

家群で熱を面的に融通する取組への支援

を行うことによって、再生可能エネルギ

ー熱の導入拡大を目指すことが謳われて

いる。 

そこで、当該プロジェクトの先を見据

え、「面的利用」に着目した新規プロジ

ェクト立案に向けて、当該プロジェクト

の成果を踏まえて並行的に新規予算要求

及び基本計画の策定に取り組み、次期プ

ロジェクトである「再生可能エネルギー

熱の面的利用システム構築に向けた技術

開発」の立ち上げにつなげた。 

②トータルシステムとしてランニングコス

トやイニシャルコスト削減の真の成果と課

題、コストダウンの比較対象を整理し、

2030 年までのトータルコスト削減、投資

回数年数の目標達成により再エネ熱利用拡

大がどの程度進むのか、その道筋を明確に

することを期待する。また、欧米とも競合

しうる技術開発を目指すのであれば、外国

特許の出願を実施すべきであり、出願の支

援を NEDO が行うことを検討頂きたい。 

各テーマでコスト削減の成果やコストダ

ウンの比較対象等は設定されているが、

フォーマットを統一することでデータの

見える化を図った。見える化されたデー

タを用いて全テーマ参加の技術検討委員

会にて議論することで、プロジェクトの

最終目標への道筋を明確化させた。 

特許について、個々の委託先では既に

NEDO が定める知財マネジメント基本方針

に沿って知財運営委員会等開催し、NEDO

としてはこれらの議事内容を収集し、適

切に各プロジェクトの知財戦略にフィー
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ドバックすることと、その実施方法を明

確化することで出願の支援に努めたが、

結果、外国の出願には至らなかった。 

③普及に向け、それぞれのプロジェクト間

での連携が図れるように工夫し、最大の成

果が得られるように協力していくことや、

個別機器だけでなく、システム全体として

の効果発揮のために、個別機器の効果の影

響度を比率で表す等、見せ方を工夫するこ

とを期待する。 

既に委託先のテーマ間で実証データの共

有を図っているが、テーマ間連携の活発

化による成果の最大化が図れるよう NEDO 

からの働きかけを行った。具体的には、

研究開発項目１の事業者が取得したデー

タを研究開発項目３の実施者に提供し、

それらのデータを活用したことで研究活

動の加速化、精度向上につなげた。 

④研究成果のオリジナリティは基本的に特

許であり、最終的には、テーマ数以上の特

許出願が望まれる。 

知財運営委員会等の議事内容の収集によ

り委託先及び NEDO 間で知財戦略の認識

を共有しつつ、NEDO からも特許や実用新

案等の出願申請を促したが、結果、テー

マ数以上の国内外の出願には至らなかっ

た。 

⑤実用化・事業化計画の具体的内容を示せ

るように、今まで再生可能エネルギー熱の

普及を遅らせてきたコスト以外の要因を明

確化し、それらを乗り越えられる方向性を

示して頂いた上で、空気を熱源とする従来

のヒートポンプと比較して対抗できる性能

やコストを明確にして頂きたい。 

事業立ち上げ前半での調査により、再エ

ネ熱利用の普及拡大課題を明確化すると

ともに、後半の関連調査により普及拡大

課題を更に精査し、課題解決の方向性を

把握・整理した。性能比較について、前

述（②）したデータの見える化に盛り込

んでいくよう努めた。 
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⑥シミュレーション技術に関しては、個別

事業の中で開発が進められているが、事業

を横断できトータルとしての活用が進むよ

うな体制を作ることが肝要であり、シミュ

レーションを活用したデータベース等の構

築を加速し、再生可能エネルギー熱が有効

利用できる地域等を明確化することを期待

する。 

前述（③）の通り、委託先(共通基盤技術

開発)のテーマ間で実証データの共有を図

った。また、2 テーマで扱う設計ツール

は異なるが、それぞれのメリット・デメ

リットを明確化することにより、地域等

の特性に合わせたツールの活用を促すこ

とで利用の拡大化に努めた。これまでも

共通基盤技術開発に関する全ての委託先

と有識者によるワーキンググループを実

施し、以後のワーキンググループにて、

指摘された技術の活用促進体制を議論し

た。 

⑦太陽熱や雪氷冷熱、下水熱などその他の

未利用エネルギーとの組合せによる効率化

が要求されると考えられるため、再エネ熱

全体に精通した人材の養成も検討して頂き

たい。 

再生可能エネルギー世界展示会や地熱学

会（オーガナイズドセッションを主催）

等を活用し積極的な広報に努め、今後も

同取り組みを継続し、認知度向上に努

め、ひいてはインテグレーター育成に繋

げた。また、「NEDO プロジェクトを核と

した人材育成、産業連携等の総合的展開

／再生可能エネルギー熱の普及拡大に向

けた人材育成講座」を立ち上げ、広く再

エネ熱に関する技術者の養成に努めた。 
 

評価に関する 

事項 

事前評価 
2018 年度実施 担当 新エネルギー部 

2018 年度、2019 年度 NEDO POST 実施 

中間評価 2021 年度 中間評価実施 

終了時評価 2024 年度 終了時評価実施予定 

別添 

 

投稿論文 「査読付き」19 件、「その他」3 件 

特 許 
「出願済」4 件、「登録」0 件、「実施」0 件（うち国際出願 0 件） 

特記事項： 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

「学会等での発表・講演」148 件、「新聞・雑誌等への掲載」49 件、 

「その他（展示会への出展など）」25 件 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2019 年 2 月 作成 

変更履歴 

2019 年 4 月  改定 プロジェクトマネージャーの変更 

2020 年 3 月  改定 研究開発項目の追加 

2021 年 11 月 改訂 プロジェクトマネージャーの変更 

 
 
 
 


